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〈論　文〉

競合企業のバリューチェーンに入り込む企業提携
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Corporate alliances aiming for replacement or complement of competitors’ 
value chain function
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Abstract
Corporate alliances aiming for replacement or complement of the value chain function of the 

other companies, which could possibly become competitors, have been increasing, while a lot of 
other companies withdraw from such functions. This article is to clarify such type of alliances, 
analyze background of their success, and specify their categories.

要　　旨
競合相手となりうる企業の、バリューチェーンの一部に入り込む提携が増えてきた。その一

方で相手企業は、その機能から撤退する例も少なくない。本稿では、このような提携の位置づ

けを明確にし、こうした提携が増えてきた背景を分析し、これらの提携を類型化することを試

みる。

はじめに
企業間の提携（Alliance）の組み方が変わってきた。かつては、お互いフルセットのバリューチェー

ン（VC：Value Chain）を持つ企業同士が、相互補完的に一部分で手を組む提携が多かった。例えば以

前軽自動車業界において、スズキとマツダ、スズキと日産等の間で、相互 OEM という形で供給し合っ

た事例がある。

しかし近年では、競合となりうる相手企業のバリューチェーンの中に入り込む提携が増えており、こ

れは後述する X 提携（Porter & Fuller 1986）と呼ばれるタイプの提携である。その結果として、相手

企業が当該バリューチェーンから撤退する提携も増えてきた。本稿ではこの X 提携について、その位

置づけを明確にすると共に、日本企業の事例研究から、その類型化を試みる。
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1 ．企業提携の内容の変化
企業提携の組み方が変化してきた。1983年の三菱総合研究所の調査によれば、当時の提携は、表 1 の

ように、比較的規模が近い企業同士のものが多く、フルセットのバリューチェーンを持つ企業同士の提

携と言えた。当時は、伝統ある大企業が提携する場合、相手企業の格を重視する風土や、相手企業の信

用調査の壁が現在よりも高く、新興・ベンチャー企業とは提携しにくかった可能性も考えられる（ 1 ）。

また同調査では、1982年の日経産業新聞に掲載された提携の記事（ 2 ）の中から、一部上場企業同士の

提携を分類しているが、かつては技術提携が圧倒的に多く、以下、生産提携、販売提携が続いていた。

しかし最近では、大企業とベンチャー企業との提携も増え、フルセットのバリューチェーンを持たな

表 1 　代表的な提携の例（1982年）

事業の段階 企業名
導入期 山崎鉄工所―大日機工

三菱化成―ジェネンティック
成長期 日本 IBM―兼松江商　他

日本警備保障―バロース
日本通運―セブンーイレブン
IBM －松下電器
インテックーテレネット
安田火災―ジャックス

成熟期 日産自動車―三越
鐘紡―オリエントファンナンス　他
東芝―トリオ
住友化学―三井東圧
自動車各社の提携
横浜ゴム―グッドイヤー

注：企業名は旧社名
出所：三菱総合研究所（1983）

表 2 　提携内容の分類（1982年）

順位 提携内容 件数
1 技術 80
2 生産 31
3 販売 30
4 技術＋販売 19
5 生産＋販売 6
6 その他 6
7 技術 3
8 デザイン 1
9 内容不明 19

出所：前掲書
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い企業と、フルセットのバリューチェーンを持つ企業との提携が増えてきた。1982年当時から多かった

技術提携で言えば、巨額な設備投資を必要としないインターネット関連事業やバイオ関連事業では、優

れた技術を持つベンチャー企業が大企業と提携する例が増えている。例えば、2015年に設立され、IoT

のプラットフォーム技術を提供する従業員30名の株式会社ソラコムは KDDI と提携し、1990年に設立

されバイオ医薬品の開発に特化した株式会社そーせいは、設立当初は売上高の10倍を超える純損失を計

上し続けたが（ 3 ）、今日ではノバルティス、アラガン、アストラゼネカ、ファイザー、テバ、武田薬品

という、世界の錚々たる企業と提携している。

2 ．企業提携の研究レビュー
2 － 1 　企業提携に関する研究

ここではまず、企業提携に関する先行研究のレビューを行なう。

提携に関して組織論の分野では、Preffer and Salancik（1978）、Astley and Fombrun（1983）、山倉

（1993）などの研究があるが、これらは組織間の関係性に焦点をあてた研究であり、提携はその形態の

一部と捉えられている。しかしこれらの研究は、提携する相手企業を特定はしていない。

提携相手のタイプを分類した研究として、Yoshino and Rangan（1995）は提携を、①バリューチェー

ンの垂直的企業同士による提携、②同一産業に属するが競合関係にない水平的企業同士による提携、③

同一産業に属し競合関係にある水平的企業同士による提携、④異なる産業に属する企業同士による提携、

の 4 つに分類した。本稿では以下、この③の提携に焦点を当てて議論を展開していく。

競合企業との提携の研究は、主に戦略論の分野で行われてきた。例えば、Porter & Fuller（1986）、

Ghemawat, Porter and Rawilinson（1986）、Hamel,Doz and Prahalad（1989）、Brandenburger and 

Nalebuff（1995）、Brandenburger and Nalebuff（1996）（ 4 ）、Doz and Hamel（1998）、Dyer and Sigh（1998）、

Barney（2003）、Luo（2007）などが競合企業との提携の問題を扱ってきた。

これらの提携の研究は、市場要因を重視した Positioning View に位置づけられる研究、資源要因を

重視した Resource Based View に位置づけられる研究、そしてその両者を考慮した研究に大別される。

2 － 2 　市場要因を重視した研究

第 1 の市場要因を重視した研究として、Brandenburger and Nalebuff（1995）は、自己に焦点を置く

のではなく他者に焦点を置くことで、自分が他者に何を与える事ができるかを考えるゲームを「Right 

Games」と呼び、双方が勝つゲームの利点を示した。その利点は第 1 に、Right Games は過去それ程探

究されてきていないので、新しい戦略を見つける可能性が高い。第 2 は他者を排除しようとするもので

はないので、他者の抵抗が少ない。そして第 3 に、相手の復讐が少ないため、持続可能であることを示

した。

また彼らは、企業を取り巻く他者には、垂直方向すなわち企業の川上・川下に位置する供給者

（Suppliers）と顧客（Customers）、水平方向に位置する競争相手（Competitors）（ 5 ）と補完的生産者

（Complimentors）が存在することを示した。この関係は「価値相関図」（Value Net）に表され、自社
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がどの相手と競争・協調するかを考える際のフレームワークとなった。

Brandenburger and Nalebuff（1996）は、補完的生産者と競争相手を、次のように定義した。

顧客から見た場合、自分以外のプレイヤーの製品を顧客が所有した時に、それを所有していない時よ

りも自分の製品の顧客価値が増加する場合、そのプレイヤーを補完的生産者と定義した。供給者から見

た場合、供給者が自分以外のプレイヤーにも供給している時、そうでない場合より自分への供給が魅力

的となる場合、そのプレイヤーを自分の補完的生産者と定義した。

また「競争相手」は、顧客から見た時、自分以外のプレイヤーの製品を顧客が所有した時に、それを

所有していない時よりも自分の製品の顧客にとって価値が下がる場合、自分以外のプレイヤーを競争相

手と定義した。供給者から見た場合、あるプレイヤーが製品を他社にも供給する事で、自社への供給が

より魅力的でなくなる場合、そのプレイヤーは競争相手である。

Brandenburger and Nalebuff（1995, 1996）は、協調的な方法と競争的な方法の両方を考慮するべきと

して、「コーペティション（Co-opetition）」の概念を提示した。Co-opetition は勝つか負けるかの競争で

はなく、双方が勝つ状況も模索すること意味している。

2 － 3 　資源要因を重視した研究

第 2 の資源要因を重視した研究としては、Hamel,Doz and Prahalad（1989）が挙げられる。彼らは、

5 年以上にわたって世界の15の戦略的提携（ 6 ）を調査し、相手企業から学習する知識に着目した。競合

企業との合弁、アウトソーシング、ライセンス契約、共同研究などを「競争的コラボレーション

（Competitive Collaboration）」と称した。競争的コラボレーションの中でも、二者間の戦略的提携は共

通の競合企業に対しては両者の立場を等しく強化できるが、提携を結ぶ相手企業に自社のコア・スキル

をもれなく移転すると、自社を弱体化させることに繋がると、戦略的提携の危険性を指摘した。これは、

本稿の問題意識であるバリューチェーンの一部を他社に委ねると、自らその機能を再度持つことが難し

図 1 　価値相関図

出所　Brandenburger and Nalebuff（1996）の邦訳より
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くなる事を示唆している。

また欧米企業と日本企業を比較すると、欧米企業は、提携の目的を新規事業・市場に参入するリスク

やコストを軽減することに重点を置く。一方日本企業は、提携の目的をパートナーのスキルを学習し身

に着けることに重点を置く。彼らは、戦略的提携による日本企業の成功要因として、「相手企業からの

学習が最も重要」と結論づけた。

また Doz and Hamel（1998）は、戦略的提携には 3 つの目的があると言う。

1 つ目は、「Co-option」であり、これは「潜在的なライバルや補完的製品・サービスの提供者との提

携によって、新しいビジネスを生み出すこと」と定義され、その目的は、潜在的なライバルを提携に取

り込み、その脅威を効果的に中和することにある。また自社にとって意味のある製品・サービスを持つ

企業を連合に組込み、ネットワーク効果を生み出すこともある。これは、本稿の問題意識であるバ

リューチェーンの一部に特化した企業が、その後も別の企業からその機能を受託していく現象を説明し

ている。

2 つ目は、「Cospecialization」であり、これは、経営資源や業界での地位、スキル、知識などを結び

付けることによってシナジー効果を実現し、新たな価値を生み出すことである。

3 つ目は「学習と内部化」であり、市場でオープンにされる事がない新しいスキルを相手企業から学

習し、組織に内部化することである。

さらに Barney（2003）は、潜在的パートナー企業の経営資源を統合した場合に得られる価値が、各

社が個別に運営する場合の合計より大きい時、提携を通じた協調が起きると指摘した。そして協調に

よって実現する範囲の経済性は、①規模の経済性の追求、②競合からの学習、③リスク管理とコスト分

担、④暗黙的談合の促進、⑤低コストでの新規参入、⑥新たな業界もしくは業界内の新セグメントへの

低コスト参入、⑦業界もしくは業界内セグメントからの低コストでの撤退、⑧不確実性の対処の 8 つで

あると指摘した。

2 － 4 　市場・資源要因の両方を考慮した研究

第 3 の市場・資源の両者を考慮した研究としては、Dyer ＆ Singh（1998）、Luo（2007）などが挙げ

られる。前者は、企業間関係から創出されるレント（rent）に焦点をあてた研究であり、後者は、競合

企業との競争と協調の程度に焦点をあてた研究と言える。この意味で Luo の研究は、本稿の問題意識

に直接関連すると考えられるため、次に項を改めて詳述する。

2 － 5 　Luo（2007）の研究

Luo は、Brandenburger and Nalebuff（前掲書）が提唱した Co-opetition を、競争関係と協調関係の

強弱により、競争状況（Contending Situation）、隔離状況（Isolating Situation）、共同状況（Partnering 

Situation）、適応状況（Adapting Situation）の 4 つに分類した。

第 1 の適応状況とは、各社の目標を達成するために互いに依存し、ある領域で競合企業と協調し、一

方で自社独自の成果を獲得する独立した行動をとることで、相手企業と他の領域で競争する状況である。
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ここでの戦術は、境界の分析（Boundary Analysis）、弱い結びつき（Loose Coupling）、戦略的均衡

（Strategic Balance）の 3 つである。境界の分析とは、パートナーとどこで協調し、どこで競争するか

の適切な領域（製品、市場、バリューチェーン上の機能）を認識する事である。これは本稿の問題意識

で言うと、バリューチェーンのどの部分で提携するかに当たる。弱い結びつきとは、競合企業とのライ

センス契約、研究コンソーシアム、共同生産、販売協力、OEM、下請け契約等の連携である。戦略的

均衡とは、企業の目標を満足いくように合致させる協調と競争の適切な均衡である。競合企業には過度

に依存しても、また過度に競争しても、リスクが高くなるからである

第 2 の競争状況とは、市場競争力、競争上の地位、市場占有率について、競合している状況である。

ここでの戦術は、知識の集積（Intelligence Gathering）、ニッチの充足（Niche Filling）、有利な地位の

獲得（Position Jockying）である。知識の集積とは、競合企業の目的・戦略・ケイパビリティ・計画を

把握するために、情報を収集・分析することである。ニッチの充足とは、地理的な領域・製品・先進技

術に関連した有望市場を発見し、進出・維持することである。有利な地位の獲得とは、競合企業に対し、

自社の市場における地位を、防御・維持・強化することである。その 1 つの方法として、「競争の形態

を変えることのできるバリューチェーン上の重要な機能を支配する」事を挙げている。

第 3 の隔離状況とは、競合企業と交流しない状況である。ここでの戦術は、ドメイン特化（Domain 

Specialization）、規模拡大（Scale Expansion）、垂直統合（Vertical Integration）である。ドメイン特

化とは、独自の知識、特殊ノウハウにより支えられた強固な優位性を持つことであり、特定の製品・市

場セグメントの強化である。規模拡大とは、生産性を高め売上を増大させることで、既存の強固な地位

から更なる利益を獲得することを狙う。垂直統合とは、特定の製品・市場で川上・川下に事業統合する

ことである。

最後の共同状況とは、双方の持つ補完的な資源により生まれるシナジーを追求し、高い経営資源の補

完性と低い市場の類似性が、競合企業と提携する必要な要素となる。ここでの戦術は、シナジー拡大

（Synergy Extension）、価値共有（Value Sharing）、結合の強化（Attachment Enhancement）である。

シナジー拡大とは、協調関係から生まれた技術的または運用上の利益を探索する戦術である。価値共有

とは、各社の文化、価値観、両社が生み出す価値を適合させる組織的な試みである。結合の強化とは、

個人レベル（双方の経営者間）と組織レベル（双方の企業間）において、より強固な結びつきを探す試

みである。

図 2 　競合企業とのコーペティションの強度

協 調

弱 強

競 争
強 競争状況 適応状況

弱 隔離状況 共同状況

出所：Luo（2007）p.136より筆者作成
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Luo の研究の意義は、競争と協調の共存する状況を、各々の程度によって分類し、それぞれの状況に

おける有効な戦術を提示したことにある。

2 － 6 　Porter & Fuller（1986）、Ghemawat, Porter and Rawlinson（1986）の研究

これまで述べてきた研究は、企業全体としての提携について述べており、企業のバリューチェーンに

関しては、Luo が第 2 の競争状況の中で若干触れている以外、言及されていない。そうした視点から考

えると、先行研究の中では、Porter & Fuller （1986）、Ghemawat, Porter and Rawlinson（1986）が、

バリューチェーンに着目した競合企業同士の企業提携について述べている。

Porter & Fuller （1986）は、提携には内部開発や合併等では得られない 4 つの利点があると言う。

第 1 は、 2 社の活動を 1 社に集中することによる、規模または習熟の経済効果である。例えば、他社

の物流事業を受託して、規模の経済を享受する例がこれにあたる。

第 2 は、企業の持つ優位な経営資源に接近できることである。例えば、営業マンを持たないライフ

ネット生命は KDDI と提携し、その強固な顧客基盤を活用できるようになった。

第 3 は、リスクの減少である。石油会社が共同で油田探索を行なう例が、これにあたる。

第 4 は、自社に有利な競争関係を形成する。Porter の言う「良い競争業者」（1985）の考え方が、こ

れに相当する。

彼らは、相手企業とのバリューチェーンの一部と提携を行なうにあたって、X 提携（X Coalitions）、

Y 提携（Y Coalitions）という分類をした。

Y 提携とは、製薬会社の共同販促（Co-promotion）のように、バリューチェーン上での活動を、各社

が共同で行なうものを指す。これは、従来の大企業同士の提携に多く見られ、当事者企業同士の強みと

弱みが似ている場合に行われる。

一方 X 提携とは、一方が生産し他方が販売するなど、バリューチェーン上で必要な活動を分別する

提携である。X 提携は、各社のバリューチェーンがお互い補完するような非類似性を有する場合に成立

する。すなわち、一方が強く他方が弱いような、非対称性を持つ場合である。そして各社は、自社が最

も強いバリューチェーン上の機能に集中できる。X 提携をより強固にしていくためには、従来の相手と

同じ役割を演じてくれる新しい企業を増やす事である。本稿の問題意識は、まさにこの X 提携の考え

方である。

また Ghemawat, Porter and Rawlinson（1986）は、企業の提携が、産業・国・組織形態・目的別に

違いがあるかについて調査した。結果は、先進国の提携は新興国の提携と比較して製造業に特化し、バ

リューチェーン上の川下機能へ移行する傾向にあり、似たような資源を持つ Y 提携の方が、違う資源

をもつ X 提携より数が多く、Y 提携は企業規模などが不均衡な場合には、合弁企業を設立する傾向が

ある事を示した。

3 ．バリューチェーンのアンバンドリング
X 提携は、企業の持つバリューチェーンが閉じている状態では起きにくい。バリューチェーンの諸機
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能がバラバラにされる現象をアンバンドリング（Hagel and Singer 1999、山田 2000）と言うが、これ

が起こる必要がある。企業の持つバリューチェーンは、近年以下の 3 つの理由でアンバンドリングが進

みつつある。

第 1 に規制緩和である。規制が厳しい業種では、バリューチェーンの全ての機能を自前で持っていな

いと、企業として認可されないこともあった。かつての銀行業が、その典型例であった。

また医薬品業界では、大手の新薬開発企業であれば、研究開発から生産、販売、アフターサービスま

でを自前で抱えているのが普通であった。しかし2005年に規制が緩和され、医薬品が「製造承認」から

「製造販売承認」に移行した。これによって、製造機能のアウトソーシングが容易になった。さらにバ

リューチェーンのある部分だけを担当する企業、例えば臨床試験専門の CRO、MR の人材派遣、市販

後調査の専門会社などが成長してきた。

バリューチェーンのアンバンドリングの第 2 の契機は、グローバルなコスト競争の激化である。日本

企業の歴史を見ると、まず国内で事業を始め、国内市場の成熟化に伴い、グローバル化を試みるケース

が多かった。しかし欧米の企業の多くは、最初からグローバル展開を前提に、事業を構築している。例

えば、携帯電話事業におけるフィンランドのノキア、スウェーデンのエリクソンなどは、自国内の市場

規模が小さいことから、最初からグローバル市場をターゲットとして事業を行ってきた（山田 2004）。

その結果、コスト競争はグローバル・ベースの経験曲線を前提に考えざるをえなくなり、国内で少量

しか生産しない企業が、バリューチェーンのすべてを内製しても、競争上コスト劣位となってきた。そ

うした背景の中、顧客価値の向上に直接関係しないバリューチェーンの一部を、コスト削減のためにア

ウトソーシングする事例が増えてきた。航空会社で言えば、整備事業の多くはアウトソーシングされ、

クレジットカードの請求を行なうプロセシング業務は、国内では数社に収斂されてきた。

第 3 は技術革新である。特にアナログからデジタルの時代に入り、バリューチェーンの中の開発や生

産工程がモジュールされてきた。モジュール化によって、あるモジュールだけをグローバル規模で提供

する企業が生まれ易くなった。例えば音源モジュールは、自前で少量作るよりも、そこに資源を集中投

下したヤマハから購入する方が安く、かつ品質も優れているのである。

4 ．事例研究
前項まで、競合企業との提携に関する先行研究を考察してきたが、実際に日本企業の現場では、どの

ような X 提携が行われているのであろうか。以下事例研究を通じて、それらを類型化してみよう。

4 － 1 　事例の抽出

競合企業とのバリューチェーンの一部に入り込む提携の事例は、新聞・雑誌データベースのキーワー

ド検索では抽出しにくい。記事にはバリューチェーンの内部までは記載されておらず、日産自動車と三

菱自動車の全面提携に代表されるようなニュースバリューもないため、そもそも記事になりにくいとい

う理由もある。

そこで本研究では、筆者が過去にビジネスモデルに関するインデプスな事例研究を行った企業を、再
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度バリューチェーンの視点から分析し直すことにした。事例の情報源として母集団としたのは、山田

（2014b）と山田（2015）であり、この中から企業インタビューが実施できた事例を抽出し、今回の対

象とした。こうして抽出された事例は、以下の通りである。

表 3 　抽出された企業事例

星野リゾート、キュービタス、ホギメディカル、レコフ、セブン銀行、ラクスル、エイジス、楽天バ
スサービス、コスモスベリーズ、イオンライフ、テイクアンドギブニーズ、パーク24、ノーベルファー
マ、スターマイカ、アスクル

4 － 2 　事例の分類

表 3 の事例を分析すると、以下の 2 つの軸で分類できる。

（ 1 ）　バリューチェーンの持ち方による分類

1 つは、当該企業がフルセットのバリューチェーンを持っているか、一部のバリューチェーンしか

持っていないかという分類である。冒頭に述べたように、過去の伝統的企業同士の提携においては、双

方がフルセットのバリューチェーンを持っている例が多かったが、最近では、ベンチャー企業が伝統的

企業と提携する事例も増え、一部のバリューチェーンしか持たない企業の事例が増えてきた。（ここで

は親会社が持つ資源も、当該企業が利用できる資源と見なした。）この軸から表 3 の事例を分類すると、

以下のようになる。

表 4 　バリューチェーンの持ち方による分類　

■フルセットを持つ事例： 星野リゾート、キュービタス、ホギメディカル、レコフ、アスクル

■一部しか持たない事例： セブン銀行、ラクスル、エイジス、楽天バスサービス、コスモスベリー
ズ、イオンライフ、ノーベルファーマ、スターマイカ、テイクアンド
ギヴ・ニーズ、パーク24

この表からは、概して新興・ベンチャー企業が、一部のバリューチェーンしか持っていない事が分か

る。

（ 2 ）　バリューチェーンの代替／追加による分類

もう 1 つは、相手企業のバリューチェーンのある機能を「代替」しているのか、それとも、従来のバ

リューチェーンにはなかった機能を「追加」しているかという軸である。過去は同業に属する企業は似

たようなバリューチェーンを持つことが多かったが、最近では新規参入や異業種からの参入が増え、同

じようなバリューチェーンを持たない企業の事例が増えている。

例えば銀行で言えば、かつての護送船団方式の時代には、すべての銀行が同じようなバリューチェー

ンを有していたが、最近では、ATM に特化した銀行、店舗を持たないネット専業銀行など、従来とは
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バリューチェーンの異なる銀行も出てきた。

そのため、同一の機能を置き換えるだけでなく、相手企業が持っていなかった機能を追加して入り込

む事例も出てきている。こうした軸から表 3 の事例を分類すると、以下のようになる。

表 5 　バリューチェーンの代替／追加による分類　

■バリューチェーンの代替： 星野リゾート、キュービタス、エイジス、レコフ、パーク24、ノーベ
ルファーマ

■バリューチェーンの追加： セブン銀行、ラクスル、テイクアンドギヴ・ニーズ、ホギメディカル、
コスモスベリーズ、スターマイカ、楽天バスサービス、イオンライフ

以上述べた 2 つの軸を組み合わせると、抽出した事例は図 3 のような 4 つの類型に分けられる。

図 3 　競合企業のバリューチェーンに入り込む提携の類型

機能の代替
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機能の追加

注：VC はバリューチェーンを指す

以下では、この 4 つの類型に属する代表的な事例を分析し、それらの特徴を抽出してみる。

5 ． 4 つの類型の事例研究
前項で述べた 4 つの類型から各々の代表的な事例として、キュービタス、セブン銀行、ラクスル、ホ

ギメディカルの 4 つを分析してみよう。

5 － 1 　フルセットのバリューチェーンを持ち機能を代替した例：キュービタス

株式会社キュービタスは、クレディセゾン、UC カードから継承したプロセシング業務に特化したク
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レディセゾンの子会社であり、「専業プロセッサー」を標榜している。

かつての大手クレジットカード会社は、イシュアー業務（カードの募集、発行、販促）、アクワイア

ラー業務（加盟店開拓、管理）、そしてプロセシング業務の 3 業務を自社で抱えていた。

プロセシング業務とは、カードの入退会手続き、監査、カードの決済、顧客対応などを行なう、いわ

ばカード事業の “ 黒子 ” にあたる。プロセシング業務は、規模の経済がはたらき、低コストで運営する

ことが重要である。近年登場してきた小さなクレジットカード会社は、自前でプロセッシング業務を

やってもペイしないため、業務を委託してきた。

キュービタスは親会社のセゾン、UC カード以外に、高島屋クレジット、りそな銀行、東武カード、

オリコカード、ビューカード、楽天銀行など、プロセシング業務の受託を増やしてきた。これらのカー

ド会社は、委託を期にプロセシング業務を止めたり、最初からその業務を自社で持っていなかった。

こうした結果、今日、日本のクレジットカード業界では、プロセシング業務は数社に収斂されてきた。

5 － 2 　バリューチェーンの一部を持ち機能を代替した例：セブン銀行

コンビニ内に ATM を置いて欲しいというニーズが強いことから、セブン - イレブンでは、銀行各社

と共同で ATM 共同運営会社を作ることを計画していた。しかし共同運営会社では設置や手数料の自由

度が少ないことから、自ら銀行業の免許を申請した。セブン銀行（当時の呼称はアイワイバンク銀行）

は2001年に認可され、消費者が ATM から現金を引出す時の手数料で収益を上げるビジネスモデルで

あった。

一方、金融機関側にとっては、消費者への利便性向上のために設置した ATM 店舗の運営に高いコス

トがかかっており、できれば撤退したい意向を持っていた。しかし単に撤退するだけでは顧客の利便性

が低下してしまうため、セブン銀行の ATM と提携するに至った。

セブン銀行の成功の 1 つのポイントは、提携する金融機関側の手数料を各社自由に決めてもらうよう

にした事である。これによって、セブン銀行と提携する金融機関は、自社の提供するサービスとコスト

を勘案しながら、料金を決めることができた。

セブン銀行は IY グループ店舗内だけでなく、公共スペースへの ATM 設置も積極的に進め、新生銀

行などは、自行店舗内の ATM を撤去し、すべてをセブン銀行の ATM に置き換えた。

セブン銀行は、通常の銀行がやっている個人向け住宅ローンなどはやっていないが、バリューチェー

ンの一部に特化し、数多くの金融機関の ATM を代替する事により、事業を拡大している。一方で他行

は、セブン銀行を攻撃するよりも、セブンと提携して自行の ATM 業務から撤退する方が得な状況にあ

る。

5 － 3 　バリューチェーンの一部を持ち機能を追加した事例：ラクスル（ 7 ）

株式会社ラクスルは、「ネット受注」という新しい機能を付加して、印刷業界に2009年に参入した企

業である。印刷業の生産性は低く、特にリーマンショック後の印刷設備の稼働率は、平均 4 割程度であ

ると言われてきた。
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手余りの印刷会社は、変動費をカバーできれば受注した方が収益に貢献する（ 8 ）。そこでラクスルは

インターネットを使って、印刷業界のバリューチェーンの受注機能に特化し、手余りの印刷会社に仕事

を発注するファブレス企業として誕生した。

ラクスルは全国1700を超える印刷会社を会員組織化し、発注者からの依頼を、印刷の種類や納期など

に応じて、印刷会社に割り振る。印刷依頼側にとっては、低価格、短納期で印刷が可能になり、印刷会

社も稼働率が高まり、ラクスルも手数料をもらうという三方一両得のビジネスモデルを作り上げた。

ラクスルは印刷の発注だけではなく、自ら印刷インキや用紙を一括購入し、それを全国の印刷会社に

供給することによって、印刷会社のコストダウンにも貢献している。

ラクスルは印刷業の会社であるが、一般の印刷会社とは競争しておらず、むしろ協調している。しか

しラクスルの仕事だけに依存すると、競争原理がはたらかなくなるため、 1 つの印刷会社への発注は、

その会社の年商の 3 割以下にとどめている。これは、金型部品の通販会社としてスタートしたミスミの

ビジネスモデルを真似たやり方である。

ラスクルと同じようなネット印刷の会社は500以上あるが、印刷事業が極めて低利益率なことから、

この分野への大手企業の参入はない。

ラクスルはその後同じ仕組みを、同様に競争過多で低稼働率に悩むトラック業界に適用し、「ハコベ

ル」という仕組みを作った。ハコベルは、手余りのトラック・運転手と、荷主をマッチングし、荷主、

トラック業者、ハコベルの三社すべてが得をする仕組みである。

このようにラクスルは、従来はなかったインターネットによる受注プラットフォームという機能を付

加し、相手企業（印刷、物流）のバリューチェーンの中に入り込んだ企業と言える。

5 － 4 　フルセットのバリューチェーンを持ち機能を追加した例：ホギメディカル

株式会社ホギメディカルは、もともとは医療用記録紙や不織布を病院に納めていた会社であった。し

かし1994年から、手術で使うディスポーザブルな医療材料をセットにしたキットを提供することによっ

て、事業は大きく変わった。

キットの中には、ホギメディカルの製品だけでなく、ファイザーのメス、ジョンソン・エンド・ジョ

ンソンの縫合糸なども含まれていた。キット化における KFS は、滅菌技術であった。医療材料をただ

キット化するだけでなく、そのすべてを滅菌し、納品後に手術室で開封することによって、感染リスク

が減った。ホギメディカルが採用した滅菌方式は電子線滅菌と呼ばれ、巨額な設備資金が必要であった。

しかし従来の酸化エチレンガス滅菌方式に比べ、短期間に大量の滅菌ができ、残存毒性もないという優

位性があった。

キット化は病院の生産性にも寄与した。手術に必要な材料は、従来は看護師がリストを見ながら 1 品

ずつ集め、数時間かかっていた。それをホギメディカルでは、執刀する医者の好みも踏まえた上で、キッ

トの中身を選定し、手術室に届けるようにした。

さらに今日では、手術室の原価管理のサポートまでできるようになった。キット化、滅菌という付加

価値から原価管理まで、ホギメディカルの提供する機能は拡大してきたのである。
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以上のようにホギメディカルは、従来の不織布の販売というバリューチェーンは残しながらも、そこ

に滅菌されたキット提供という価値を付加し、手術室の生産性向上に寄与してきたのである。

6 　事例研究からの示唆
以上述べた 4 つの事例研究からは、以下のような事が言える。

第 1 に、相手企業のバリューチェーンに入り込む提携においては、効率を考えた相手企業が当該バ

リューチェーンから撤退する事も多く、その関係は長期に継続する。逆に言えば相手企業にとっては、

バリューチェーンの一部からの撤退を伴うため、短期的に提携したり提携を解消したりを繰り返すよう

な組み方はできない。

経営資源は、一旦自社で保有しなくなると、その機能を取り戻すことは難しくなる。かつて日本の製

造業では、設計は日本で行うが、生産は新興国で行う企業が多く見られた。しかし時間の経過とともに、

製造機能を持たない設計は難しくなり、また設計に関われない製造も限界を生じてきた結果、設計も海

外に委ねるケースが増えてきた。EMS からスタートした台湾の鴻海精密工業は、こうしてバリュー

チェーンの機能を前後に拡大してきた。

近年、競争戦略における協調の重要性が強調されてきているが（ 9 ）、競合企業のバリューチェーンに

入り込む提携戦略は、典型的な協調戦略の形の 1 つと言えよう。

第 2 に、バリューチェーンに入り込む戦略をより強固にしていくためには、バリューチェーンに入り

込む企業数を増やす事が必要である。セブン銀行は、まさにこの戦略で業界における地位を強固にし、

キュービタスも規模の経済性を高めている。それを行わないと、同じようなビジネスモデルを持つ企業

が後発で参入した場合、逆転されてしまう可能性もあるからである。

バリューチェーンに特化した企業が事業拡大していく場合、かつてはそのバリューチェーンの前後に

広げていくパターンが見られた。前述した鴻海精密工業の例や、当初はファブレスであったが、後に生

産機能を持つようになったミスミがその典型例であった。

しかし協調戦略をベースとして事業拡大を図る場合には、バリューチェーンを前後に広げていくと、

相手企業と競合してしまう可能性があるため、一部のバリューチェーンの機能をより強化する、すなわ

ちバリューチェーンに入り込む企業数を多くしていく方が、リスクが少なく、その地位を安定させてい

くと言えよう。

おわりに
本稿では、相手企業のバリューチェーンに入り込んで X 提携を形成する戦略に関し、提携理論の中

での位置づけを明確にした。さらに事例研究からは、相手企業のバリューチェーンの機能を代替する方

法と、新たなバリューチェーンの機能を付加する方法の 2 つがあることが明らかになった。

この種の提携は母集団の確定が難しいことから、本研究では著者が行った過去の事例研究を再検討す

る方法を採ったが、今後は X 提携を網羅的に抽出できる方法を探し出し、より多くの事例研究を重ね

ていくことが、この種の提携の成功要因の抽出のためには必要だと思われる。
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注

1 ： 検索ワードは、「販売提携＋資本提携＋生産提携＋技術提携＋共同事業」
2 ： 伝統的企業が提携相手を選定する場合、技術や生産という相手企業の機能を調査するだけでなく、帝国データバ

ンクなどの企業プロファイルを調べる事が多く、新興・ベンチャー企業の場合、後者の理由から提携に至らない例
も少なくなかった。

3 ：山田・山根（2006）を参照。
4 ：この本の原著オリジナルは、1996年に Doubleday から出版された。しかし、日本語訳に記された版権はペーパー

バックが発売された1997年になっている。ここでは原著に忠実に、出版年を1996年とした。
5 ：Brandenburger and Nalebuff（1995）では図 1 の左側の枠内の表記は Substitutions であったが、Brandenburger 

and Nalebuff（1996）では Competitors に変更されている。ここでは1996年の図から転載した。
6 ：競合企業との提携を「戦略的提携」と定義する研究は多いが、その定義は統一されていない。かつての提携の定

義は、競合企業に限定されるものではなかったが、1980年代後半から競合企業との提携が増加し、従来の「提携」
と区別するために、「戦略的提携」という言葉が使われ始めた。

7 ：ラクスルのケースは、山田（2015）及び（社）日本マーケティング協会 嶋口・内田研究会でのラクスル松本恭
攝社長の講演（2016年12月21日）による。

8 ：千住（1972）を参照。
9 ：ちなみに経営学の分野で影響力の大きい組織学会の2017年度年次大会の統一テーマは、「競争と協調」であった
（2016年10月 8 日～ 9 日）。

なお協調とは「各社の強みの差が、結果に直接影響を及ぼすような無駄な争いを排除するもの」（Greenwald and 
Kahn 2012）と定義される。
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